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 尾三消防組合「消防デジタル無線談合住民監査請求」 

「５４６０万円を損害賠償請求しろ」の実施について 

                        名古屋市民オンブズマン(代表・滝田誠一) 

TEL 052-953-8052   

     全国市民オンブズマン連絡会議(事務局長・新海聡) 

   加藤芳文・みよし市議  

 
 2018 年 5 月 17 日に、尾三消防組合に対して「消防デジタル無線談合に関し、5460 万円を業者

に請求しろ」という住民監査請求を行います（記者会見終了後、組合に持参します）。 
 記者会見をみよし市議会議員控え室で 5/17（木）午前 10時より行いますのでぜひご参加下さい。 

 
１. ２０１７年２月の公取委の課徴金納付命令と全国オンブズの見解と対応 
２.  同命令に関する全国の状況、消防庁及び自治体の対応 
３. 尾三消防本部の概況や対応 
４. 住民監査請求の組立の説明 契約が１０％の場合も２０％を求める理由 
５. 今後の見込みと展望 

 
１. ２０１７年２月の公取委の課徴金納付命令と全国オンブズの見解と対応 

 2017 年 2 月 2 日に、公正取引委員会は消防救急デジタル無線機器談合に関し、5 社 249 消防

本部契約分で談合があったとして、4 社 236 消防本部契約分（富士通ゼネラル 129 消防本部、

沖電気 83 消防本部、日本電気 9 消防本部、日本無線 15 消防本部）に対して課徴金納付命令を

出しました。（日立国際電気 13 消防本部は談合は認めたものの、課徴金は免除） 
  うち富士通ゼネラルは上記命令の取消を求めて提訴したが、沖電気、日本電気、日本無線は確

定。  
  全国市民オンブズマン連絡会議では、確定した沖電気・日本電気・日本無線について情報公開

請求で契約書を入手した上で、住民監査請求を呼びかけ中。 

 
２.  同命令に関する全国の状況、消防庁及び自治体の対応 
 各自治体の状況（全国市民オンブズマン連絡会議 調べ） 
  損害賠償受領済：野田市・千葉県・銚子市・砺波地域・丹波市・宇佐市・豊後大野市・羽島郡 
  損害賠償請求済：長野市 
  ※日立国際電気は課徴金を免れたが談合を認めたため、名古屋市は損害賠償請求を行い受領済。 
 18/2/9 消防庁防災情報室に電話で確認。 
  ・違約金条項がある場合、各消防本部が業者に請求するよう通知済（昨年 2 月） 
  ・違約金条項がない場合、損害額を各消防本部が算定するよう、全消防本部のとりまとめを 
   情報提供（昨年 11 月） 
  ・消防庁が直接業者と契約した分については法務省と協議中。年度内をめどに方針を確定予定 
 ☆住民監査請求は岐阜県内７消防本部で 18/3/5 に請求済。うち羽島郡は損害賠償金受領済。 
   6 消防本部（揖斐郡、中濃、中津川市、下呂市、山県市、岐阜市）は棄却。5/28 に岐阜地裁 
   に提訴予定。 



 
 
３. 尾三消防本部の概況や対応 
  尾三消防組合は株式会社 TTK（契約時は東海通信工業株式会社）と税込み 2 億 7300 万円で 
 契約。 

 約款には「課徴金納付命令が確定した場合、請負代金の 10 分の１に相当する額を支払わなけ

ればならない」。「発注者に生じた損害の額が請負代金額の１０分の１に相当する額を超える場

合においては、発注者がその超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない」と記載。 
  加藤芳文・みよし市議は３回にわたって組合議会で質問。組合は 18/2/9 に沖電気に対して「意

向確認」文書を送付。3/7 に回答を受理「沖電気は契約当事者ではなく、約款に拘束されない」。 
 組合は「今後沖電気、TTK との直接交渉も視野に入れて賠償金請求事務を検討。」 

 
４. 住民監査請求の組立の説明 契約が１０％の場合も２０％を求める理由 

 周辺自治体（春日井市、瀬戸市）では、同旨の規定について、損害賠償額を請負代金額の１

０分の２に相当する額と定める。実際、組合は、平成２９年６月に同規定の損害賠償額を１０

分の１から１０分の２に変更している。 

 
５. 今後の見込みと展望 

   万が一住民監査請求が棄却されたら名古屋地裁に住民訴訟を起こす予定。 
   18/9/1-2 新潟で行う全国市民オンブズマン大会で発表予定。 

 
 添付資料 
 ・住民監査請求書 
 ・平成２９年（措）第１号排除措置命令書 
 ・平成 30 年 3 月尾三消防組合談合問題質問 
 ・公正取引委員会の排除措置命令に基づく対応 
 ・平成 30 年 2 月 9 日付通知書 
 ・談合その他不正行為に係る賠償金の請求 
 ・「２８消保号外平成２９年２月１３日」（愛知県防災局長） 








































